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Ａ（１） 移住を考えてい
る方にとって分
かりやすく集約
された移住ＰＲ
ツールの作成

移住支援施策について、パンフレット
やチラシ等の移住ＰＲツールが複数存
在し、内容も重複しているため、移住
を考えている方にとっては、何を見れ
ば良いのかよく分からない状況になっ
ている。

移住ＰＲツールが整理・集約されれば、移住を考えてい
る方が、移住支援施策の内容や北九州市の魅力等に関す
る情報を効果的・効率的に受け取ることができ、移住の
促進につながるとともに、人口増によるまちの賑わいづ
くりにも資する。

移住を考えている方のニーズに的確に対応した移住ＰＲとするため、真に必要と
される情報が何なのか、アンケートやヒアリング等を通じたニーズの分析等を行
い、その結果を踏まえて必要とされる情報を分かりやすくまとめた移住ＰＲツー
ル（パンフレット）を年度内に作成する。

現在、移住を考えている方に真に必要とされる情報について、
アンケートやヒアリング等に基づき分析を行っている。
令和７年３月までに移住ＰＲツール（パンフレット）を作成す
ることとし、具体的にどのような情報をどのような形で伝える
のが効果的か、分析結果を踏まえて検討していく。

アンケートやヒアリング等を通じたニーズの分析等を踏まえ、
２種類のパンフレットと５つのチラシを集約し、ＱＲコードを
掲載した移住パンフレットを作成した。

１つのパンフレットで、移住支援施策の内容や
北九州市の魅力等に関する情報を効率的・効果
的に受け取ることができるようになった。
また、パンフレットに掲載されたＱＲコードを
通じて、より詳しい情報をスマートフォンなど
で取得することも可能になった。

パンフレットの情報について適宜更新してい
く。

Ａ（２） 観光関連施設や
工場、物流施設
等の立地を促進
する開発審査会
審査基準の見直
し

市街化調整区域の開発について、現行
の開発審査会審査基準では、「北九州
市地域資源を活用した持続可能な観光
推進計画」の対象となる観光関連施設
や、いわゆる「地域未来投資促進法」
の対象となる工場、物流施設等の立地
が許可できず、価値あるストックであ
る市街化調整区域のポテンシャルを活
かしきれていない。

滞在型観光の振興に資する、雄大な自然景観や新鮮な農
林水産物に恵まれた地区の多くは、市街化調整区域に存
在する。
また、不足する産業用地の確保のためには、高速道路イ
ンターチェンジ周辺等にある市街化調整区域の活用が欠
かせない。
開発審査会審査基準が見直されれば、市街化調整区域で
あっても計画や法律で認める区域においては観光関連施
設や工場、物流施設等の立地の許可が可能となり、市街
化調整区域のポテンシャルを有効活用できる。その結
果、北九州市の観光振興・産業振興に貢献できるととも
に、立地に伴う税収増等により市民生活の向上にも資す
る。

対象となる観光関連施設や工場、物流施設等の立地を許可できるよう、年度内に
開発審査会審査基準を改正する。

開発審査会審査基準を改正し、対象となる観光関連施設や工
場、物流施設等の立地を許可できるようになった。

開発審査会審査基準を改正し、市街化調整区域において対象と
なる観光関連施設や工場、物流施設等の立地を許可できるよう
になった。

市街化調整区域であっても計画や法律で認める
区域において、観光関連施設や工場、物流施設
等の立地の許可が可能となることで、雄大な自
然景観や新鮮な農林水産物に恵まれた地区での
滞在型観光の振興や、高速道路インターチェン
ジ周辺等での産業用地の確保が可能となった。

社会状況の変化に合わせて、必要に応じて開発
審査基準の見直しを行っていく。

Ａ（３） 企業の進出可能
性等に関する一
元化された情報
の活用

企業の進出可能性等に関する情報が、
複数の所管に分散しており、一元化さ
れていないため、進出を希望する企業
のニーズの把握が不十分になってお
り、関連する事案につき複数の所管が
別々に交渉するような状況も生じてい
る。

どのような企業が、北九州市のどのエリアに興味を持
ち、どのような事業が行えるのか、一元化された情報が
得られれば、それに合った形でまちづくりの方向性や民
間開発の誘導を検討・提案することができる。
また、関連する事案について、企業が一元的・効率的に
北九州市と交渉することが可能となる。

情報を持つ所管と連携し、企業の進出可能性等に関する情報を緊密に共有する場
を年度内に設ける。
なお、機密情報が含まれる可能性が極めて高いため、情報管理を徹底する。

現在、必要とする情報、保有する情報とその提供が可能な範
囲、情報共有の方法等について各所管の意向を個別に確認する
とともに、キントーンを活用した情報管理システムの試作・改
良を行っている。
令和７年３月までに情報管理システムの完成を目指して、実務
者レベルの協議を進め、情報共有に関するルール作り等を行っ
ていく。

令和７年３月に情報管理システムを構築し、運用を開始した。 情報管理システムにより、情報の即時共有が可
能となった。
また、民間事業者のニーズなどの情報が蓄積さ
れ、まちづくりの方向性や民間開発の誘導の検
討・提案に活かすなど、さまざまな動きへの対
応が可能となる効果も見込まれる。

情報管理システムを使いながら、より使いやす
いように改良を加えていく。
併せて、情報管理の徹底を図る。

Ａ（４） 空き家に関する
情報の一元化

空き家に関する情報が一元化されてい
ないため、複数の部局間での業務の重
複等、業務の執行に非効率が生じてお
り、空き家の所有者や、危険な老朽空
き家への対応や未利用の空き家の活用
を希望する市民等の要望に迅速に対応
できていない。

空き家に関する情報を一元化することで、所有者や市民
等からの要望に迅速に対応することが可能となり、市民
サービスの向上につながるとともに、業務の効率化によ
る空き家対策の充実等の効果も見込まれる。

空き家に関する情報を整理・統合し、庁内ＧＩＳに取り込むことで、年度内に情
報を一元化する。

令和６年１０月から、庁内ＧＩＳに取り込むために必要な空き
家情報のリスト化・位置座標付与の作業に着手している。
令和７年３月までに情報を一元化することとし、作業完了後速
やかに庁内ＧＩＳへの取込みを行う。

複数の部局で保有する空き家に関する情報を整理・統合し、庁
内ＧＩＳに取り込む作業を完了した。
マニュアル等を整備した後、令和７年９月までに庁内ＧＩＳの
運用を開始する予定である。

－

庁内ＧＩＳの運用開始に向け、マニュア等の整
備を行う。
運用開始後は、運用の中で判明した課題や改善
点等について、適宜対応していく。

Ａ（５） 市民サービスの
ＤＸ化の推進

市民が行う申請・届出等の手続につい
て、窓口・文書のみの対応となってい
るものが多く、デジタル化・オンライ
ン化が進んでいない。

デジタル化・オンライン化を進めることで、市民の窓口
への来訪や現金払い等の手間が軽減されるとともに、業
務の効率化により新たな行政需要への対応が可能になる
等の市民サービスの充実の効果も見込まれる。

キントーン・グラファー等を活用した電子申請の推進、図面・地図等のインター
ネット公開、手数料のキャッシュレス決済の導入等、できる改革から順次実施し
ていく。

移住推進の補助金や宅地造成等に係る申請、都市景観条例に係
る届出等について、グラファー等を活用した電子申請の推進を
検討している。
建築基準法上の道路に関する情報や都市計画総括図について、
電子データのインターネット公開の推進を検討している。
台帳記載事項証明等の手数料について、令和７年３月までに窓
口にマルチ決済端末を設置してキャッシュレス決済を導入す
る。

・移住推進の補助金や宅地造成等に係る申請、都市景観条例に
係る届出等について、グラファー等を活用した電子申請を開始
した。
・建築基準法上の道路に関する情報や都市計画総括図につい
て、電子データのインターネット公開を開始した。
・台帳記載事項証明等の手数料について、窓口にマルチ決済端
末を設置し、キャッシュレス決済を導入した。

・電子申請化により、申請窓口への来訪や郵送
手続の必要がなくなった。
・電子データのインターネット公開により、窓
口への来訪の必要がなくなった。
・キャッシュレス決済の導入により、現金払い
の手間が軽減された。

他の申請・届出等の手続についても、可能なも
のから順次ＤＸ化を推進していく。

Ｂ（１） 移住を促進する
ための戦略的か
つ効果的な移
住・定住施策の
推進

移住・定住施策は、空き家や雇用、教
育等の様々な行政課題に関係する重要
な政策課題であるが、これまで各部署
がそれぞれで課題への対応や支援策の
検討等に取り組んでおり、移住を考え
ている方のニーズに一体的に対応でき
ていなかった。

令和５年度は、各部署と連携を図り、転出超過となって
いる若者・子育て世帯を主なターゲットとした取組の方
向性を定めた。
令和６年度は、その取組の効果検証を行いながら、各部
署と更なる連携を図り、より効果的な事業実施、支援策
のあり方や移住・定住促進に向けた取組を強化する。

令和６年度は、情報発信、移住相談、ホテル滞在費補助、移住支援金等の取組
を、各部署と連携して一体的に推進するとともに、アンケート調査を実施し、移
住を考えている方のニーズを踏まえた事業の効果検証や改善点の検証を行う。
令和７年度以降に向けて、検証結果を踏まえ、より効果的な取組を検討し、空き
家率改善等の行政課題を抱える部署と情報共有を行い、移住・定住促進と一体的
に解決できる方法を検討し、より効果が期待できるものから実施していく。
なお、市政変革推進プランに基づき、令和５～６年度に経営分析を行う。

現在、これまでの実績やアンケート調査の結果に基づき、事業
の効果検証や改善点の検証を進めている。
令和７年度は、この検証結果を踏まえ、これまで別々に実施し
ていた３つの事業を統合し、事業内容の見直しも行うことで、
移住支援を強化し、移住の検討段階に応じた切れ目のない支援
を実施する予定である。
また、民間ならではのアイデアやノウハウの活用を図る取組
や、北九州市内から福岡都市圏への通勤の利便性を広く周知す
るための取組についても検討している。

事業の効果や改善点の検証を行い、移住検討者のインセンティ
ブとなるよう事業内容の見直しを行った。
また、移住に関する２つの補助金の申請窓口の一元化・ワンス
トップ化を行った。

事業内容の見直しで得られた財源を活用し、民
間ならではのアイデアやノウハウを活用を図る
新たな取組などを予算化した。
また、移住に関する２つの補助金の申請窓口の
一元化・ワンストップ化により、移住を考えて
いる方の利便性を向上した。

引き続き、事業の効果や改善点の検証、データ
分析などを行い、より効率的・効果的な事業内
容への見直しを図るとともに、市の各部署と連
携して移住促進に取り組む。

Ｂ（２） 将来にわたる公
共交通の維持・
確保

人口減や運転手不足等により、交通事
業者の経営環境は厳しく、交通事業者
の経営努力だけでは、将来にわたる公
共交通（特に郊外部）の維持・確保は
困難である。

交通事業者との共創のもと、公共交通ネットワークの再
構築等に取り組むことで、将来にわたる公共交通の維
持・確保が可能となる。
また、公共交通の維持・確保が重要な要素の１つとな
る、まちなかへの居住の誘導やまちの魅力向上にも資す
る。

交通利便性が高い鉄道駅周辺やバス路線沿線等への居住の誘導、ＭａａＳやバス
路線のフィーダー化の推進等による公共交通ネットワークの再構築、バス小型化
等を行う事業者への支援、公共交通空白地域の生活交通を確保するおでかけ交通
の実施等、公共交通の維持・確保に向けた取組を総合的に実施していく。

公共交通の維持・確保にも資するまちなかへの移住の推進に向
け、区域区分の見直しによる市街化調整区域への編入区域等か
らまちなかへの移転にかかる費用の一部を補助する支援策を開
始した。
また、生活交通の維持・確保に向けた地域からの要望に対し
て、交通事業者も含めた関係者と協議を行っており、この結果
等を踏まえ、持続可能な公共交通ネットワークの再構築に向け
た検討に着手し、次期「北九州市地域公共交通計画」に反映し
ていく。

・交通事業者と連携し、公共交通の利用促進やおでかけ交通等
を実施することで、市民の移動手段を確保した。
・公共交通ネットワークの再構築に向けて、具体的な検討に着
手した。
・市街化区域から市街化調整区域への編入を実施し、郊外開発
を抑制するとともに、将来的な被災リスクの軽減を図った。
・災害のおそれの高い地域等からまちなかへ移転にかかる費用
の一部を補助する支援策を開始した。

・公共交通ネットワークの再構築に向けて、交
通事業者と協議した結果、高齢化が進むととも
に人員が不足している運転手問題の対応が最優
先であることを確認した。
・移転の支援策について多くの問合せをいただ
いており、関心の高さがうかがえるが、実際の
補助申請までは至っていない。

・交通事業者と連携して、交通業界全体での運
転手募集などを行う「北九州モデル」や公共交
通の利用促進に取り組んでいく。
・災害のおそれの高い地域等からまちなかへの
移転にかかる費用の一部を補助し、生活利便性
が高く公共交通の維持・確保にも資するまちな
かへの移住を推進する。また、今後もどういっ
た支援が有効か研究していく。

R６都市戦略局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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Ｂ（３） 長期間未着手と
なっている都市
計画道路の対応

平成１６年の都市計画道路網の再編素
案策定から見直しを進め、平成３０年
に全市域の見直しが概ね完了したが、
いまだ未着手の路線・区間が残存して
いる。

下関北九州道路の都市計画手続きの着手や、都市計画道
路６号線（曽根新田工区）の供用開始等、北九州市の都
市計画道路網に影響の大きい道路の整備に向けた取組が
進捗しており、既存の各都市計画道路の役割が変化して
いる。

都市計画道路網の強化箇所及び長期未着手路線については、現在までの幹線道路
の整備進捗や最新の道路センサスデータを用いた将来交通需要、都心部における
再開発等を見極めながら、都市計画変更の必要性について検討し、必要な見直し
を行う。

現在、下関北九州道路の整備後の交通量推計等、最新の道路セ
ンサスデータを用いた将来交通需要の検討を行っている。
今後、その結果を踏まえ、都市計画変更の必要性について検討
し、必要な見直しを行っていく。

最新の道路センサスデータを用いて、北九州市全域における交
通量推計等を行った。

最新の道路センサスデータを用いて、将来交通
需要を確認した。

個別路線ごとの交通量推計等を行い、路線の必
要性について検討を行う。

Ｂ（４） 市独自の容積率
ボーナスの付与
など建築基準法
の許可基準（総
合設計制度）の
緩和

これまでの総合設計制度では、敷地内
に広い空地（公開空地）を十分に確保
しなければ容積率の特例がなく、また
公開空地は歩行者が自由に通行できる
空間とするためイベント等での利活用
を認めていないことから、民間にとっ
ては活用しにくい制度となっていた。

総合設計制度は、公開空地を確保すると容積率の特例が
ある制度で、これまでは国の準則のもと、市独自のイン
センティブの付与など特色のある運用は行っていなかっ
た。

都心部における再開発事業と連携し、都市デザインに相応しい建物用途に対する
市独自の容積率ボーナスの付与、公開空地のイベント等での利活用を可能とする
許可基準の緩和等、民間の開発意欲に応える取組を順次実施していく。

現在、市独自の容積率ボーナスの付与、公開空地の利活用の認
可基準の緩和等を盛り込んだ、建築基準法（総合設計制度）の
取扱要領の改定を検討している。
なお、実施時期については、関係部署と調整し決定する。

許可基準（総合設計制度）の緩和を盛り込んだ取扱要領の改定
案を取りまとめた。

ー

取扱要領の改定時期について、開発事業を所管
する関係部署と調整の上で決定する。

Ｂ（５） まちづくりを担
うプレイヤーや
プレイヤーを伴
走支援する人材
への支援

まちづくり活動を自走で行うプレイ
ヤーが不足している。
また、プレイヤーのチャレンジを応援
し、伴走支援する人材も不足してい
る。

まちづくりが形になるには時間を要するため、継続的に
まちづくりに関わる地元のプレイヤーが必要であるが、
現在、地域のまちづくりを担う人材の世代交代が進んで
いない。
また、地域外から来た人材や若者のチャレンジを応援す
る機運が高まっておらず、伴走支援する人材も不足して
いる。

新たにまちづくりにチャレンジするプレイヤーのニーズを汲み取りながら、活動
するフィールドの提供や人的ネットワークの構築等、官民の協力体制の下、きめ
細かい支援を実施する。
こうした支援を通じて、新たなプレイヤーや伴走支援する人材の活動・成長を助
けるとともに、まちづくりに関するノウハウの蓄積を進め、地域が主体となった
まちづくりの実現につなげていく。

まちづくり活動が途切れてしまわないよう、まずは現在活動し
ているプレイヤーに対する支援を継続する。
また、地元関係者や民間事業者との意見交換を行う中で、意欲
ある新たなプレイヤーや伴走支援する人材の発掘を行ってい
る。
今後は、これらの人材を結びつけ、まちづくり活動を担う人材
の世代交代を着実に進めていくため、官民協力体制の下でまち
づくりを継続していく。

若者のアイデアの実現や、市民が自ら企画したイベントの開催
につながった。

関わった人のまちへの愛着が深まった。
また、まちづくりに関心を持つ新たな層を育成
し、将来まちづくりを担うプレイヤーの土壌づ
くりにつなげた。

令和７年度以後は、伴走支援人材の育成につい
ても力を入れていく。
関係団体で構成するエリアプラットフォームを
構築し、効率的な運用とさらなる魅力向上に努
める。

Ｂ（６） 外国人観光客な
どの富裕層に対
応できる高付加
価値ホテルの誘
致

北九州市は、観光資源のポテンシャル
を有しているものの、外国人観光客等
の富裕層にとって、観光地としての認
知度が低く、宿泊を伴う旅行先として
選ばれていないため、これに対応でき
る高付加価値ホテルも不足している。

高付加価値ホテルを誘致することで、外国人観光客等の
富裕層の観光地としての認知度を高め、宿泊を伴う旅行
先として選ばれるとともに、更なる高付加価値ホテルの
誘致につながるという好循環が見込まれる。

マーケットやエリア特性の分析、市内外デベロッパーからのヒアリング内容や提
案等を踏まえ、高付加価値ホテルの可能性を探るとともに、誘致につながるイン
センティブを検討し、より効果が期待できるものから実施していく。
また、単独開発のほか、複合施設としてのホテルの誘致や既存ホテルのリブラン
ド化等を模索する。

現在、開発の主軸となる市内外デベロッパーからのヒアリング
や提案等に加え、北九州市側からも開発に向けた様々な提案を
行っている。
北九州市のポテンシャルに対する理解は得られているが、大規
模な高付加価値ホテルを開発する具体の候補地としての優先順
位は高くない。一方で、小規模な高付加価値ホテルの開発に意
欲を持つ事業者はあり、接触を継続している。
今後も引き続き、市内外デベロッパーとの関係を密にし、誘致
に向けた取組を進めていく。

継続的に市内外の事業者とのヒアリング・セールスを実施し、
北九州市のポテンシャルや魅力をアピールしたが、現在のとこ
ろ、新たな高付加価値ホテルの誘致決定には至っていない。

ー

民間投資を進めるために、より多くの幅広い事
業者に対して、北九州市への投資を精力的に働
きかけていくとともに、令和７年度中に新たな
誘導策となるインセンティブの設計に取り組
む。

Ｂ（７） 誰もが使いやす
い公園づくり

公園づくりについて、これまで子ども
や子育て世代の意見が十分には反映さ
れてこなかった。
また、公園利用の考え方について、世
代間のギャップがあり、例えば子ども
のボール遊びについてトラブルになる
こともあった。

これまで意見を聴く機会が少なかった子ども、子育て世
代にも意見を聴く機会を設け、公園に対する不満や要望
を聴取する。
また、併せて地域と一体となって公園利用のルールづく
りを行うことで、誰もが使いやすい公園づくりが可能と
なる。

子育て世代へのアンケートやワークショップを通じて、公園に対する不満や要望
を聴取し、意見を反映した公園の再整備や管理に取り組む。
また、理想とする公園の使い方を踏まえ、多世代間の話し合いによるルールづく
りに取り組む。
なお、市政変革推進プランに基づき、令和６～７年度に経営分析を行う。

子育て世代へのアンケートやワークショップ（みらい政策委員
会等）を通じて、子どもたちが思いっきり遊べる「思いっきり
公園」づくりに向けた、公園利用のルールづくりや看板設置等
に関する提言を受けた。
今後は、この提言を踏まえ、地域の方々の意見も聞きながら、
公園整備やルールづくりに取り組む。

・子どもから「かなえるポスト」に寄せられた意見をもとに、
公園遊具のリニューアルを実施した。（２公園、遊具更新５
基）
・「みらい政策委員会」制度を活用し、子どもたちが主体と
なって公園利用のルールを考えた「思いっきり公園」を整備し
た。（１公園、ルール看板、駐輪場の設置）

－

令和７年度は、令和６年度に整備した「思いっ
きり公園」において、子どもたちがルールを守
りながら思いっきり遊べているかの検証を行う
とともに、検証を通じて得られた成果を他の公
園にも横展開する。
また、高校生を中心とした若者目線を取り入れ
た公園づくりや、障がいの有無などに関わらず
誰もが安心して利用できる子供広場の整備に向
けた社会実験を新たに実施する。

Ｂ（８） 北九州都市高速
道路の利用促進
による安定的な
収入の確保
【福岡北九州高
速道路公社】

北九州都市高速道路は、路線全体の約
９割が供用後３０年以上経過し、老朽
化が進行しており、令和４年度から概
ね１０年間の予定で大規模修繕事業を
行っている。
大規模修繕事業の財源は、主に料金収
入を充当することから、適切な維持管
理を行っていくためには、利用促進を
図り、安定的な収入を得ていく必要が
ある。

北九州都市高速道路の交通量は、新型コロナ感染症の影
響による減少から回復傾向にはあるが、引き続き、更な
る交通量の回復を図っていく必要がある。

北九州市と福岡北九州高速道路公社で連携し、利用者の利便性向上につながる策
の検討を行い、効果的なものから取り組むなど、利用促進を図る。

令和６年１１月に開催された市民参加型イベントにおいて、Ｖ
Ｒ体験ブースの出展、都市高速道路の路線図・ノベルティの配
布等を行い、利用促進を図った。
今後も、利用促進につながる取組を継続していく。

・市民参加型イベントにおいて、市民へ都市高速のＰＲを行
い、利用促進を図った。
・令和７年３月に北九州高速５号線（牧山枝光間）が開通し
た。
・開通に併せ、ウォーキングイベントやＥＴＣ車載器購入助成
キャンペーンを実施し、利用促進を図った。

北九州高速５号線（牧山枝光間）の開通等によ
り、一般道から都市高速への交通転換が発生
し、一般道の渋滞緩和に寄与している。

今後も、これまでの取組に加え、さらなる利用
促進に向けた取組を検討していく。

Ｂ（９） 安全性の確保と
経済性を考慮し
たモノレール車
両設備の更新
【北九州高速鉄
道株式会社】

開業から継続使用してきた車両設備
は、著しく老朽化が進んでおり、近い
将来に更新が必要である。
一方で、更新する車両設備の編成数に
ついては、旅客輸送のサービス水準と
投資額とのバランスをとる必要があ
り、また具体的な資金調達方法等につ
いても決定する必要があるため､現在､
検討を行っている。

モノレールは、開業から３９年、重大な事故もなく年間
１，２００万人の利用者を安全・正確に運び、北九州市
の公共交通ネットワークの一翼を担ってきた。
一方で、老朽化した車両設備の更新には、高額の費用を
要することが見込まれる。
適切な車両設備の更新を行うことにより、今後も安全・
安定運行の継続を実現し、持続可能な公共交通ネット
ワークとして機能することができる。

車両設備の更新費用は多額であり、また老朽化した車両設備の更新については高
度な技術的知見が必要であることから、外部有識者による「経営検討委員会」に
おいて、更新する車両の編成数や資金調達方法等について検討し、更新着手に向
けて取り組むことにより、安定的な経営につなげていく。

現在、北九州高速鉄道株式会社では「経営検討委員会」におい
て、次期「中期経営計画」（令和７～１１年度）の策定に向け
た課題（①利用促進の取組、②収支構造の改善、③人材の安定
確保、④設備更新の必要性）について、検討を行っている。
車両設備の更新については、この次期「中期経営計画」の検討
の中で、その他の課題と併せて、安定的な経営の実現という観
点を踏まえて考えていく。

北九州高速鉄道株式会社が安定的な経営基盤を確保し、安全な
運行を提供していくための「中期経営計画」（令和７～１１年
度）を策定した。

ー

「中期経営計画」（令和７～１１年度）に基づ
き、収益力の強化や人材確保、車両設備の更新
等を計画的に進めていく。

Ｂ（１０） 「到津の森公園」
の更なる魅力向
上に向けた運営
体制の強化
【公益財団法人
北九州市どうぶ
つ公園協会】

北九州市どうぶつ公園協会（以下「協
会」）の主要事業は「到津の森公園」
の指定管理だが、人件費や光熱水費等
の高騰により経費の増加が避けられな
い一方で、①集客の伸び悩み、②施設
の老朽化、③各種事業に取り組むマン
パワーの不足、が運営上の課題となっ
ており、施設の更なる魅力向上に向け
た取組が不十分となっている。

「到津の森公園」は、１９９８年に民間企業が撤退表明
したところ、北九州市民からの強い存続要望により市が
引き継ぎ、現在は協会の指定管理により運営している。
２００２年の再オープンから２０年以上経過し、主たる
入場者である子どもや保護者の減少傾向が続いているほ
か、北九州市を訪れる新たな集客ターゲット（シニア層
や国内外の観光客）の取り込みにも苦戦しており、収入
が伸び悩んでいる。
また、施設の老朽化が顕著になってきているほか、今春
策定した「到津の森将来ビジョン」の実行に必要なマン
パワーも不足している。

２０３３年の再オープン３０周年に向けて、ニーズ分析を踏まえた、①新たな集
客ターゲット（シニア層や国内外の観光客）へのアプローチ強化、②外部との連
携による新たな集客イベントの実施、③環境学習プログラムの強化、④高齢の特
定動物が死亡した後の新たな個体の導入、⑤動物福祉の観点を加えた施設改修計
画、などに取り組むことにより、利用者及び収入を増やして運営体制を強化する
とともに、他都市の良い事例の研究・取込みを行うなど、施設の更なる魅力向上
に向けた取組を進めていく。

「到津の森公園」の運営体制を強化するため、令和７年度か
ら、指定管理対象施設を「到津の森公園」に限定し、指定管理
者のリソースを集約する。
今後は、強化された運営体制の下、施設の更なる魅力向上に向
けた取組に注力していく。

協会の経営資源を「到津の森公園」の指定管理に集約し、運営
体制を強化できるよう、指定管理対象施設の見直しを行った。
また、①新たな集客ターゲットとして老人クラブへのＰＲ、②
老朽化した遊具「子ども汽車」のリニューアル、③死亡により
不在となっていたキリンの個体の新たな導入などを行った。

ー

引き続き、集客ＰＲや自主事業の強化に取り組
む。具体的には、①新たな集客対策として高校
生以下をターゲットとする夏休み入場料の減
免、②大学との連携によるイルミネーションイ
ベント、③小中学生向け環境学習プログラム、
④減少している動物対策や繁殖のためのムササ
ビなどの動物移動、⑤来園者へのサービス向上
のため園内売店のリニューアルなどに取り組
み、年間利用者数３８万人を目指す。
また、政策連携団体としての役割を再定義し、
さらなる組織強化の計画づくりに着手する。
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（１１） 志井ファミリー
プールのあり方
の見直し
【志井ファミリー
プール】

プールは、開設から３７年を経過して
著しく老朽化が進んでおり、近い将来
に大規模改修や更新等が必要だが、そ
の規模や必要額等をどうするかの方針
が決定していない。

プールは、現在も年間１０万人を超える市民等に利用さ
れており、北九州市のレジャー施設として重要な役割を
担っている。
一方で、老朽化した施設の大規模改修や更新には、高額
の費用を要することが見込まれる。公園事業のあり方や
公共施設マネジメントの議論を踏まえ、適正規模で大規
模改修や更新等を行うことで、持続可能な施設の維持が
可能となる。

プールの利用実態を踏まえ、公園施設としてのプールのあり方や、大規模改修や
更新等の規模や必要額等について検討し、３～５年度内に決定する。
なお、市政変革推進プランに基づき、令和６～７年度に経営分析（公園事業、公
共施設マネジメント実行計画の見直し）を行う。

今年度、施設のあり方の見直しを行うために必要な利用実態の
把握や大規模改修に係る費用の算出を行った。
今後は、ハード面の検討に加え、立地や運営等のソフト面に関
する課題についても整理していく。

公園事業経営分析・事業分析を実施した。
ハード面の検討までは行ったが、立地や運営等のソフト面に関
する課題については、年度内に整理ができなかった。

ー

令和７年度は、公共施設マネジメントや経営分
析・事業分析を踏まえて、立地や運営等のソフ
ト面まで含めた志井ファミリープールのあり方
について検討する。

Ｃ（１） 持続可能な住宅
循環社会の形成

既存住宅は量的に充足している一方で
新築住宅が供給され続け、人口減少時
代を迎えている中で、空き家の増加に
拍車をかけている。
加えて、中古住宅の適正な資産価値や
評価、ライフスタイルに応じた住み替
えニーズとのミスマッチ等、中古住宅
流通市場が充実していない。
また、良いものを作って長く使う等の
住宅循環の意識が市民に浸透していな
い。

人口減少や空き家の増加、ライフスタイルの多様化、一
方では、カーボンニュートラル実現等、これまでと「住
まい」を取り巻く環境は大きく変化している。
「住宅をつくってこわす」から「良い住宅を世代を超え
て長く大切に使う」方向へ意識改革を図ることで、良質
な新築住宅の建設や既存住宅のリノベーション等の民間
需要の創造や官民が連携した住宅市場の活性化に繋が
り、新築・既存を合わせた質の高い住宅ストックによ
り、持続可能な住宅循環社会が形成される。

住宅産業界と連携しながら、良質な新築住宅の建設や既存住宅のリノベーション
等の民間需要の創造や住宅市場の活性化を促進するとともに、市民や住宅事業者
に対して、「住宅をつくってこわす」から「良い住宅を世代を超えて長く大切に
使う」考え方への意識改革を図る。

現在、情報冊子やセミナー等で、ライフスタイルに応じた住ま
いづくりに関する情報を発信している。
引き続き、国の動向や社会情勢を注視しつつ、住宅産業界との
連携、市民や住宅事業者に対する意識改革の方法など、どのよ
うな取組が実施できるか検討を進めていく。

①住まいづくりに関する情報発信、②「ｋｉｔａＱ ＺＥＨ」
普及のための現場見学会の実施、③市外から転入する世帯が良
質な住宅を取得するための支援、④マンション管理の適正化に
向けた支援、⑤空き家に関する意識等の市政モニターアンケー
トの実施などの取組を進め、市民や住宅事業者の意識改革を
図った。

住宅の脱炭素化やマンション管理適正化などの
機運を醸成するとともに、住宅ストックの質の
向上を図れた。

引き続き、①住まいづくりに関する情報発信、
②「ｋｉｔａＱ ＺＥＨ」の普及、③住宅ストッ
クの質の向上、④マンション管理の適正化に向
けた取組を行う。

Ｃ（２） まちなか居住の
推進とまちの魅
力向上

人口減少や人口密度の低下に伴い、商
業、医療等のサービス施設の撤退、公
共交通の運行サービス水準の低下や公
共交通空白地域の拡大等が懸念され
る。

まちなかへ居住機能や買い物、交通等の生活を支える都
市機能を誘導するまちなか居住が進めば、商業、医療等
のサービス施設や公共交通の採算性が向上し、市民サー
ビスの水準の維持向上が見込まれ、まちの魅力向上につ
ながる。

生活利便性の高い地域へ居住を誘導し、人口密度の維持を図るとともに、生活
サービス施設の適切な立地を誘導する。
また、公共交通による移動の促進、利便性の向上、ネットワークの維持・存続に
向けて、公共交通軸周辺への居住の誘導を図る。

まちなか居住の推進に向けた取組の一つである、市街化区域か
ら市街化調整区域への区域区分の見直しは、令和７年１月の都
市計画変更を目指し、手続を進めている。
また、市街化調整区域への編入区域や市街化調整区域内の土砂
災害特別警戒区域等からまちなかへの移転に係る費用の一部を
補助する支援策を開始した。
さらに、持続可能な公共交通ネットワークの再構築に向けた検
討に着手し、次期「北九州市地域公共交通計画」に反映してい
く。
こうした取組を通じ、まちなか居住の推進とまちの魅力向上を
図っていく。

・市街化区域から市街化調整区域への編入を実施し、郊外開発
を抑制するとともに、将来的な被災リスクの軽減を図った。
・災害のおそれの高い地域等からまちなかへ移転にかかる費用
の一部を補助する支援策を開始した。
・交通事業者と連携し、公共交通の利用促進やおでかけ交通等
を実施することで、市民の移動手段を確保した。
・公共交通ネットワークの再構築に向けて、具体的な検討に着
手した。

・移転の支援策について多くの問合せをいただ
いており、関心の高さがうかがえるが、実際の
補助申請までは至っていない。
・公共交通ネットワークの再構築に向けて、交
通事業者と協議した結果、高齢化が進むととも
に人員が不足している運転手問題の対応が最優
先であることを確認した。

・災害のおそれの高い地域等からまちなかへの
移転にかかる費用の一部を補助し、生活利便性
が高く公共交通の維持・確保にも資するまちな
かへの移住を推進する。また、今後もどういっ
た支援が有効か研究していく。
・次期「立地適正化計画」を見据え、公共交通
ネットワークの再構築に併せた都市機能及び居
住の最適な配置についての検討に着手する。
・交通事業者と連携して、交通業界全体での運
転手募集などを行う「北九州モデル」や公共交
通の利用促進に取り組んでいく。

Ｃ（３） 安全・安心かつ
都市の魅力を高
める都市機能の
更新

中心市街地において、建物の建替え等
の都市機能の更新が進まず、老朽化し
た建物が密集し火災や地震等の災害リ
スクが高いエリアが残っている。

中心市街地のうち老朽化した建物が密集し災害リスクが
高いエリアについて、建物の建替え等の都市機能の更新
を進めていくことで、防災性の高い持続可能な都市とし
て成長していくことが可能となる。

その時代に相応しいまちづくりの方向性を見極め、企業誘致や民間開発の誘導を
継続的に行うことで、都市機能の更新を図る。
この積み重ねが都市の魅力を高めるだけでなく、防災性の高い安全・安心なまち
づくりに寄与する。

小倉・黒崎地区において、民間事業者が共感し、投資したくな
るようなまちの未来図を描く「都市デザイン」の策定に着手し
た。
地区内の各エリアにおけるポテンシャル分析やニーズ調査など
に基づき、地元関係者も巻き込みながら、エリアの機能を明確
化し、マーケットインの視点で、官民連携による「都市デザイ
ン」の策定に取り組んでいく。
策定後は、この「都市デザイン」に基づき、企業誘致や民間開
発の誘導を継続的に行い、都市機能の更新を図っていく。

現状分析やニーズ調査などを行い、民間事業者などと対話を行
うための「都市デザイン」の「素案」を作成した。

都市デザインの作成や開発誘導策を検討するに
あたっては、実際に投資を行う民間事業者の意
見が重要である。そのため、令和６年度に対話
を行う材料となる「都市デザイン」の「素案」
を作成したことで、令和７年度からの民間事業
者との意見交換の準備が整った。

令和６年度に作成した「都市デザイン」の「素
案」をもとに、民間事業者や不動産所有者など
と意見交換を行いながら、官民が協力して「素
案」をブラッシュアップし、令和７年度に「都
市デザイン」を策定する。
あわせて、民間事業者と意見交換を行いなが
ら、効果的な開発誘導策の検討も行っていく。
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